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農林水産省 消費・安全局



消費者からの声

１　そもそも農薬とはどんなものか。

２　農薬は嫌いだ。農薬を使わないで農産物
　　を作って欲しい。

３　残留農薬の安全性に心配ないか。

４　残留農薬のリスク削減のための努力をし
　　ているのか。

５　とにかく農薬の使用を減らして欲しい。　

消費者から農薬対策室に寄せられている意見



農薬とは何か？（１）

農薬取締法で大きく３つに定義

農作物等に使用

病害虫の防除に
用いる薬剤

殺虫剤
殺菌剤
殺鼠剤
誘引剤
忌避剤

交信かく乱剤
除草剤
など　　

成長調整の薬剤

発根促進剤
徒長防止剤
着果促進剤
無種子果剤
など　　　　

病害虫防除に
利用する天敵

寄生バチ
テントウムシ
昆虫ウィルス

など　　



農薬とは何か？（２）

登録農薬の数と有効成分の関係

農薬の有効成分で
見た数は？

約５６０
（このうち、食用作物に使用
される有効成分は約３５０）

我が国で登録されている
農薬の数は？

約５，０００

商品の数

農薬は、同じ有効成分であっても、
①形態（粒剤、粉剤、水和剤など）の違い　
②成分濃度（５％剤、１０％剤など）の違い
③混合剤 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

などがあり、登録されている商品の数は、有効成分の９倍

数値は、　　　　　　
平成１５年７月現在



農作物の病害虫防除はなぜ必要か？（１）

減収に
よる

供給量
の低下

・不安定化

品質の
低下

被害の防止（病害虫防除）
トマトの疫病

りんごのシンクイムシ

病害虫による作物被害



農作物の病害虫防除はなぜ必要か？（２）

品質の
低下

(ﾖﾄｳﾑｼ、

ｱｵﾑｼ、
ｺﾅｶﾞなどの

食害）

病害虫による作物被害

無防除区防除区（農薬使用）



病害虫の防除方法（１）
耐病虫性品種の利用、病
害虫の発生源となる雑草
の除去など（耕種的防除）

防虫ネットや雑草抑制シ－
トの利用、太陽熱での土壌
消毒など（物理的防除）

マリ－ゴ－ルドによる
線虫の忌避、アイガモ
やコイによる水田の雑
草防除、天敵の利用な
ど（生物的防除）

化学合成や天然
由来の農薬使用
（化学的防除）　　　　



病害虫の防除方法（２）　

病害虫防除における農薬の役割

・ 少ない労力で防除ができる
・ 一定の効果が期待できる　

水稲作業の労働時間の推移
10

ｱ
- ﾙ

当
た

り
労

働
時

間



農薬を使用した農産物の安全性確保は
どうなっているのか？

全体の仕組

② 無登録農薬の

取締

① 農薬登録制度

（農薬の安全性
チェック）

登録された農薬のみが
製造、輸入、販売、使用

される仕組み
③ 農薬の正しい使用

④ 農作物中の

農薬の監視



①農薬登録制度による安全性チェック（１）

農薬取締法により、　　
登録された農薬のみが
製造、輸入、販売、使用
が可能　　　　　　　　　　

科学的評価により、　　
安全性が確認されない
農薬は登録されない　

（＝使用できない）

●急性毒性試験

●中長期的な毒性の影響を調べる試験

●散布時の事故や誤飲による急性中毒症への対処のための情報を得る試験

●動植物体内での農薬の分解経路と分解物の構造等の情報を把握

●環境中での影響をみる試験

■農作物の残留性に関する試験

農薬登録申請時に提出が必要な毒性などの試験成績（動物試験など）

（食用作物に残留する可能性がある農薬）



①農薬登録制度による安全性チェック（２）

●急性毒性試験

急性経口毒性／急性経皮毒性／急性吸入毒性／皮膚刺激性／眼刺激性／皮膚感作性／急性神経毒性／急性
遅発性神経毒性／

●中長期的な毒性の影響を調べる試験

90日間反復経口投与毒性／21日間反復経皮投与毒性／90日間反復吸入毒性／ 反復経口投与神経毒性／28日
間反復投与遅発性神経毒性／ １年間反復経口投与毒性／発がん性／ 繁殖毒性／催奇形性／変異原性／

●散布時の事故や誤飲による急性中毒症への対処のための情報を得る試験

生体機能への影響

●動植物体内での農薬の分解経路と分解物の構造等の情報を把握　　

動物体内運命／植物体内運命

●環境中での影響をみる試験

土壌中運命／水中運命／水産動植物への影響／水産動植物以外の有用生物への影響／有効成分の性状、安
定性、分解性等／水質汚濁性

■農作物の残留性に関する試験

作物に農薬を使用時期と回数を変えて使用し、収穫物の農薬残留量を分析

各毒性などの試験成績の内容



①農薬登録制度による安全性チェック（３）

毒性試験の様子



①農薬登録制度による安全性チェック（４）

科学的評価による安全性の確認は
どのように行われるのか？

動物に毎日長期に与えても悪影響がない
量が確認できない農薬は登録されない。

動物を用いた
長期毒性
試験結果

動物に毎日長期に与えても
悪影響がないことが確認された
量の最大値(mg/体重1kg・日)

の１００分の１の量を
（安全係数）

ヒトの許容一日摂取量
(ＡＤＩ★） (mg/ 体重1kg・日)

とする。　　　　　　　

★ＡＤＩ：acceptable daily intake

毎日投与する農薬の量

A試験 B試験

C試験

動物試験で
悪影響がない範囲

動
物
に
お
け
る
反
応
出
現
率
％



①農薬登録制度による安全性チェック（５）

残留基準とＡＤＩの関係は？

農薬の残
留基準

・実際の残
留値に比べ
て十分余裕
を持って設
定

・海外の基
準値を参考
に設定

農産物 残留基準
米（玄米）      0.5ppm
小麦 0.5
大豆 0.2
馬鈴薯 0.1
甘藷 0.1
キャベツ 2
レタス 2
トマト 2
なす 2
きゅうり 2
みかん 2
りんご 2

ＡＤＩ（許容一日摂取量）

農薬が各農産物の
残留基準まで

残留している場合
を想定して、

農産物の消費を通
じた農薬摂取量を
算定　　　　　　　　

米からの摂取量

小麦からの摂取量

大豆からの摂取量

馬鈴薯からの摂取量
甘藷からの摂取量

キャベツからの摂取量

レタスからの摂取量
トマトからの摂取量
なすからの摂取量
きゅうりからの摂取量
みかんからの摂取量
りんごからの摂取量



①農薬登録制度による安全性チェック（６）

使用基準と残留基準の関係は？

病害虫防除に必要な条件で
行った作物残留試験

希釈倍数：２５００倍
使用回数：３回以内

残留基準 ： ０．５ppm

使用基準
希釈倍数：２５００倍
使用回数：３回以内

使用時期：収穫前日まで
0

0.05

0.1

0.15

１日 ３日 ７日

農薬使用後経過日数

作
物

残
留

濃
度

（
ｐ
ｐ
ｍ

） 余裕のある関係

ＡＤＩから見て
問題のない

レベル



①農薬登録制度による安全性チェック（７）

農薬使用基準
を守れば

残留基準

ＡＤＩ

残留基準を
超えない

ＡＤＩを
超えない

使用基準と残留基準とＡＤＩの関係は？

通常の
食料消費



② 無登録農薬の取締（１）

平成１４年１２月の農薬取締法改正で強化

農薬製造者

農薬輸入者

農薬販売者
（卸・小売）

農薬使用者
農家

防除業者
その他使用者

無登録農薬の取締

取締実施者 ： 農林水産省（本省、地方農政局）／都道府県／（独）農薬検査所

平成１４年１２月
の改正で追加

（１５年３月施行）

平成１４年１２月
の改正で追加　
（１５年３月施行）



② 無登録農薬の取締（２）

無登録農薬の例
ダイホルタン

（カプタホ－ル）
殺菌剤

「ホ－ルエ－ス」や「ホ－ルエ
イト」の名称で流通していた。
包装には何の表示もなく、
一見して無登録と分かる。

発ガン性の疑いがあり、食
品中に存在してはいけない
物質である。



② 無登録農薬の取締（３）

違反があった場合の扱い

平成１４年１２月の
農薬取締法改正以前

無登録農薬を販売した
製造業者、輸入業者、販売業者

に対し、

行政処分 ： 一定期間の販売禁止
刑事処分 ： １年以下の懲役又は

　　　　　５万円以下の罰金

改正後（現在）
（１５年３月施行）

無登録農薬の
製造者、輸入者、販売者（含・譲渡）、

使用者に対し、

行： 一定期間の販売禁止
刑： ３年以下の懲役、 　　

　　１００万円以下の罰金
（使用者を除き、法人の場合は

１億円以下）



使用者が守るべき基準
（罰則を伴う基準）

③ 農薬の正しい使用方法（１）

農薬の使用基準は、農薬の残留、
防除効果、環境配慮の
観点で決められている。

食用作物に
農薬を使用
する場合の
遵守義務

使用時期

使用量又は
希釈倍数

使用回数

適用作物

平成１４年１２月の農薬取締法改正で規制措置

平成１４年１２月の
農薬取締法改正以前

改正後（現在）
（１５年３月施行）

使用者が守ることが
望ましい基準



③ 農薬の使用方法のチェック（２）

使用方法が守られていることの
チェック体制は？

地方農政事務所職員による
農薬使用状況の点検

（このうち残留分析は６５０農家）

全国４０００農家（毎年選定）

（野菜、果樹、茶、米など）

上記以外の農家にも　　　農薬使用の記帳を行うよう指導
　　　　　　　　　　　　　　 必要があれば立入検査を実施



③ 農薬の使用方法のチェック（３）

使用方法が
守られていなかった場合の扱い

各都道府県で
農業部局と衛生部局との

連携による農産物の
安全確保措置の実施

各産地で、残留分析などを実施

農林水産省の指導内容

農薬使用者への徹底指導 悪質な場合には、氏名公表や告発



厚生労働省

④ 農産物中の農薬の監視（１）

農産物の輸入

国産農産物
（出荷段階）

市場

輸入農産物／国産農産物　

地方公共団体
　の衛生部局

農林水産省

農産物の小売段階

米麦

検疫所



④ 農産物中の農薬の監視（２）

基準値を超える農産物があった場合の扱い

検疫所や
都道府県衛生部局による

農産物の回収、廃棄、
積み戻しの命令

食品衛生法に基づく措置

産地側都道府県
農業部局による
調査、指導など



④ 農産物中の農薬の監視（３）

実際の検出状況
（平成１０年）

資料：平成１０年度食品中の残留農薬検査結果（厚生労働省「食品中の残留農薬」）

（注）「基準値を超えた数」は、基準値がある農薬の検査数に対する数である。　　　　　　

検査数 農薬検出数
（%）

基準値を超
えた数（注） （%）

合　計 476,237 2,419 (0.51) 85 (0.03)

うち国産品 220,421 1,050 (0.48) 22 (0.02)

　　輸入品 255,816 1,369 (0.54) 63 (0.05)



農薬のリスク管理（まとめ）　

農薬の安全性評価と登録

登録農薬の販売
無登録
農薬

正しい使用

安全な
農産物

取締

監視

残留農薬
の監視

評価項目
の拡充



残留農薬のリスク削減のためには？

防除に必要な
農薬のリスク

管理

化学農薬の
使用削減

農薬が減らせる
栽培技術の推進

交信かく乱剤、
天敵などの
開発・普及



農薬使用量の推移

農薬製剤の出荷量の推移
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農薬の毒性の推移（急性毒性）

急性毒性から見た農薬登録件数割合
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毒物・劇物

毒物
0.8%



農薬の使用削減への取組（１）

２０００年農林業センサスの結果

我が国の
販売農家数

２３３万７千戸
（１００．０％）

うち
農薬削減実施
回答農家数
３６万５千戸
（１５．６％）

無農薬実施　２万７千戸
　　　　　　　　（１．１％）

減農薬　３３万８千戸　　
　　　　　　　（１４．５％）



農薬の使用削減への取組（２）

耐病虫性品種の利用、病
害虫の発生源となる雑草
の除去など（耕種的防除）

防虫ネットや雑草抑制シ－
トの利用、太陽熱での土壌
消毒など（物理的防除）

天敵の利用→殺虫剤の削減→天敵の増加

利用できる技術を
合理的に組み合わせて

病害虫を防除

化学農薬の使用削減
（殺虫剤・殺菌剤など）

農薬の効率的使
用（化学的防除）　　

マリ－ゴ－ルドによる
線虫の忌避、アイガモ
やコイによる水田の雑
草防除、天敵の利用な
ど（生物的防除）

生物的機能を活用した
交信かく乱剤(ﾌｪﾛﾓﾝ)
などの利用　　　　　　



天敵とは？（テントウムシの例）

アブラムシを
捕食している
ナミテントウ

の幼虫

ナミテントウは、 　　

成虫になってからも
アブラムシを食べ 　

続ける。　　　　　　　



生物的機能を活用した

交信かく乱剤とは？

メス

オス

オス

メス

？
？ 彼女は

どこ？

彼女は
どこ？

メスがオスを呼び寄せる交信用物質（性フェロモン）を
人工的に果樹園に放出させることで、

オスがメスを見つけられなくし、交尾、産卵を行わせない。
交信かく乱剤

(ﾁｭ-ﾌﾞに薬剤が入っている）

交信かく乱剤

ごく微量で特定の虫のみに作用



残留農薬のリスク削減の推進　

農薬の安全性評価と登録

登録農薬無登録農薬

農薬の正しい使用

農産物

取締

監視

残留農薬の監視

残留農薬のリスク削減

農産物

作物残留の
問題がない
農薬の開発

（交信かく乱剤、
天敵など）

農薬のリスク管理 化学農薬の使用削減

農薬が減らせる
栽培技術の推進

持続性の高い農業
生産方式の導入の
促進に関する法律

有機ＪＡＳ制度

特別栽培農産物
表示ガイドライン

評価項目
の拡充



農薬関係の情報提供
（http://www.maff.go.jp/nouyaku/）


